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著者について 
 

 ルパート・ダーウォールは戦略コンサルタント兼政策アナリスト。ケンブリッジ⼤学で経

済学と歴史を読んでから、ロンドンのシティで投資アナリストと企業ファイナンスの分野で

働いてから、当時の財務⼤⾂ノーマン・ラモントの特別顧問となる。英⽶の双⽅で、『ウォー

ルストリート・ジャーナル』『ナショナル・レビュー』『デイリー・テレグラフ』『スペクテー

ター』など様々な刊⾏物に執筆し、著書に広く賞賛された『地球温暖化の時代：ある歴史』

(2017)、『グリーン圧制：気候産業複合体の専制主義的ルーツを暴く』(2017)がある。イギリ

ス改⾰エネルギー政策の報告書(「国の運営：エネルギー政策と国家の帰還」(2014 年 11 ⽉))

および政策研究センターの報告書(「市場的性質を持つ中央計画経済：再⽣可能補助⾦による

イギリス電⼒市場の破壊」(2015 年 3 ⽉)および政策研究センターのために税制優遇改⾰の分

析(「低賃⾦者⽀援⽅法の改善：アメリカに学ぶ英国税制優遇制度」(2006))およびシヴィタス

向けのエネルギーおよび産業政策に関する分析(「ポーズだけ：産業政策緑書」)を執筆。 
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Summary 
  
 
安く信頼できるグリッド電⼒へのユニバーサルアクセス提供は、経済発展の最⼤で最も
強⼒な後押しとなり、世界の貧困者にとって⽣活の質を⼀変させるものだ。世界銀⾏の
表向きのミッションは、貧困削減となっている。その実現のため、発展途上国の経済社
会開発を促進する、よく考えられた資⾦提供を⾏うのが世界銀⾏の狙いだ。 
 その世界銀⾏は 2012 年にオバマ⼤統領が指名したジム・ヨン・キム博⼠が総裁とな
ってから、その核⼼にあるはずの開発ミッションを放棄してしまった。貧困削減より環
境の持続可能性を優先するようになったからだ。2013 年に世界銀⾏は、⽯炭⽕⼒には
資⾦をつけない⽅針を採⽤し、多くの発展途上国にとって最も安く信頼性の⾼い発電能
⼒となるはずのものに対する投資を実質的に妨害するようになった。世界銀⾏は⽯炭⽕
⼒発電に対し、ほぼ完全に資⾦をつけないようにしているにとどまらず、⾼コストで信
頼性の低い⾵⼒や太陽光技術を優先することで事態はさらに悪化させている。これは世
界の貧困者に負担をかけて地球を救おうという、⾮⼈道的で⾒当ちがいのやり⽅だ。 
 富裕国では⾵⼒と太陽光が費⽤を押し上げ、電⼒供給に必要な発電能⼒への投資イン
センティブを台無しにして、グリッドの安全性を弱めている。こうした国々はすでに電
⼒グリッドを構築し終えている。安定しない⾵⼒やソーラーがつくり出す問題にも対処
するだけのリソースを持っている。豊かでない国は、そんなリソースを持ち合わせてい
ない。多国間開発銀⾏が、⾼コストで運⽤上も⽋陥を持つ技術を押しつけ、開発の⾜を
引っ張り、電化をはるかに⾼価にするなど無責任きわまる。 
 中国以外のアジアとアフリカは、現状では電⼒の⼤半を化⽯燃料から得ている。⾵⼒
や太陽光からの電⼒は、2014 年には無視できるものでしかない (それぞれ 1.8％と
0.9％)。だが未発達で脆弱な電⼒グリッドに、天候まかせの発電容量を⼤量につなげば
グリッドが損傷し、それを安定化させるための追加投資が必要となる。原価割れでの電
⼒販売̶̶多くの発展途上国で慢性的に⾒られる̶̶は、固定費が⾼く限界費⽤ゼロの
発電で悪化する⼀⽅であり、電気を維持するために必要な発電設備への投資を惹きつけ
るのはなおさら困難となる。 
 世界銀⾏はこの⽅針を、温室ガスを世界的に排出削減したいからと⾔って正当化す
る。だが発展途上国の貧困者たちが消費する電⼒はきわめて少ない。⼀⼈当たりの⽯炭
消費などキログラムやポンド単位で測れてしまう規模でしかない (バングラデシュなら
グラム単位で測れる)。当の世界銀⾏⾃⾝が、グリッドを世界の貧困者へと延伸して
も、追加の温室ガス排出など「⽬に⾒える差は⽣じない」と認めている。それなら、世
界銀⾏の反⽯炭/再⽣可能優先政策は、道徳的にも経済的にも擁護できない。⼈為的地



 3 

球温暖化の⾒通しを懸念する⼈々にとって、世界の発展途上国で未電化の⼈々を電化し
ても、何⼀つ問題ではない。 
 世界銀⾏⾃⾝の分析も、⾵⼒と太陽光による発電の変動性と、それが必要とする追加
のグリッドインフラが引き起こす追加費⽤をはっきり⽰している。この分析にもかかわ
らず、世界銀⾏は当時国連事務総⻑だった潘基⽂と「独⾃のパートナーシップ」を結
び、2011 年に「万⼈のための持続可能エネルギー」(SE4ALL) イニシアチブを開始し
た。これは 2030 年までの世界エネルギーにおける再⽣可能⽐率を⼆倍にするという恣
意的な⽬標を掲げている。世界銀⾏としては⼤失態だ。潘基⽂⾃⾝の数字によれば、ユ
ニバーサル電⼒アクセスは年間 500 億ドルというお値段となる。再⽣可能エネルギーは
年額 5000 億ドルであり、加えて省エネのためにさらに年額 5000 億ドルかかる。客観的
な分析者であれば、この数字を⾒た瞬間にこんな試みは⽌めたはずだ。 
 世界銀⾏が⾃分の中核の開発ミッションを裏切ったのは、その株主や援助対象国から
の圧⼒だけのせいではない。エネルギーミックスにおける再⽣可能のシェアを倍にする
という潘基⽂の狙いを⽀持することで、世界銀⾏は国連総会よりはるかに踏み込んだ決
断をしている。国連総会は 2013 年 3 ⽉の決議で、再⽣可能技術はまだ経済的な妥当性
がないと指摘しているのだ。2015 年 9 ⽉に合意された 2030 年 SDG も、SE4ALL の再
⽣可能エネルギー⽬標を薄めている。2015 年 12 ⽉パリ合意の⽂⾔を各国政府が最終的
に固めたときには、フランスの議⻑が⽰した草案から再⽣可能エネルギーへの⾔及を削
除したのだった。 
 発展途上国の指導者たちは、⻄側諸国を豊かにしたエネルギーを⾃分たちには与えな
いという先進国の明らかな偽善ぶりを⾮難している。世界銀⾏と IMF に対する率直な
物⾔いで、ナイジェリア財務省ケミ・アデオソンは 2016 年 10 ⽉にこう述べた： 
 

ナイジェリアには⽯炭があるのに電⼒問題がある。それなのに、グリーンではない
からといって邪魔されてきた。これはいささか偽善でしょう。⻄側の⼯業化はまる
ごと⽯炭エネルギーによるもので、それが彼らの使ってきた競争優位なのに、こん
どアフリカが⽯炭を使いたいとなるとその連中が、おやおや！ きみたちは太陽光
と⾵⼒(再⽣可能エネルギー)を使いないさい、なんて⾔い出しますが、これはきわ
めて⾼価なエネルギーで、⾃分たちは何百年も環境を汚染してきて、それがこんど
はアフリカが⽯炭を使いたいとなると、それを否定するわけですか。 
 

アメリカはいまや世界銀⾏の⼿綱を引いて、世界の貧困削減というミッション、特に貧
困者の数がきわめて多いところに専念させようとしている。各国に化⽯燃料をアクセス
できるようにして、それをもっと効率的に使ってほしいと思っている。開発ポテンシャ
ルと貧困削減を最⼤化するためには、世界銀⾏の株主国はさらに踏み込んで、世界銀⾏
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に反開発的な SE4ALL イニシアチブから⼿を引かせ、再⽣可能エネルギー⽬標を廃⽌さ
せるべきだ。世界銀⾏の⽀援する再⽣可能エネルギープロジェクトがグリッドの経済性
をダメにして費⽤を増やすようなことはあってはならない。 
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地球温暖化政策財団 (The Global Warming Policy Foundation) は、すべての党を
含む無党派シンクタンクであり、登録済み教育慈善団体です。地球温暖化についての
議論の分かれる科学については多様な見方を採る一方、現在促進されている多くの政
策が持つ、費用面などの影響について深く懸念しています。 
 
主な活動は、地球温暖化政策とその経済などの含意についての分析です。狙いは、最
も頑健で信頼できる経済分析と提言を行うことです。何よりも私たちは、メディア、
政治化や社会に対し、この問題全般と、彼らが現在あまりに曝されることの多い誤情
報について、ニュースにふさわしい形で情報提供を行うことです。 
 
GWPFの成功の鍵は、ますます多くの政策担当者やジャーナリスト、関心ある一般市
民たちから私たちが獲得してきた信頼と信用です。GWPF の資金は圧倒的に、数多
くの民間個人や慈善信託基金からの自発的な寄付からのものです。完全な独立性を明
確にするために、エネルギー企業やエネルギー企業に大きな利害関係を持つ寄付は受
け付けません。 
 
地球温暖化政策財団の刊行物での見解は、著者のものであり、GWPF およびその評
議員、学術諮問評議会委員、理事たちのものではありません。 
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